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業況判断図（業種ごとの業況を表情図で示しました。） 

Ⅰ 今 期（2024 年７月～９月期） 

１．今期の業況判断Ｄ.Ｉ.は前期比 2．９ポイント

改善の▲２３．６となり、前期（２０２４年

４月～６月期）▲２６．５と概ね同水準とな

った。 
 

２．業種別では、製造業、農業、卸売業、飲食業、

小売業で改善、サービス業で横ばいも、不動

産業、建設業で悪化となった。 
 

Ⅱ 来 期（2024 年１０月～１２月期） 

１．来期の業況判断Ｄ .Ｉ .は▲２５．１と今期 

▲２３．６に比べ▲１．５ポイントの悪化予想。  
 

２．業種別では、農業、不動産業、製造業で

改善、建設業で横ばいも、卸売業、飲食

業、サービス業、小売業で悪化の見通し。 

時期 

業種 

前 期 今 期 来 期 
2024年 

4月～6月 
2024年 

7月～9月 
2024年 

10月～12月 

製 造 業    

卸 売 業    

小 売 業    

飲 食 業    

サービス業    

建 設 業    

不 動 産 業    

農 業    

全 業 種 
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調 査 概 要  
調 査 目 的 郡上市・下呂市・高山市・大野郡白川村の当金庫取引先の景気動向 

調 査 対 象 当金庫取引先 ２２８先 

 （郡上市２０２社 下呂市１４社 高山市・大野郡白川村１２社） 

調 査 時 期 202４年９月１日～９月３０日 

調 査 時 点 202４年９月３０日時点 

回 収 状 況 配付数 ２２８先（うち回収数１９９先） 回収率 ８７．３％ 

調 査 項 目 (1)業況判断  (2)売上・受注  (3)採算水準  (4)資金繰り   

 (5)製品(商品)在庫 (6)設備投資 (7)経営上の問題点 (8)業況の回復時期 

補 足 調 査 製造業、小売業の「売上高」「受注額」「業況判断」の前年同期との比較 

特 別 調 査 SDGsへの取組み状況等に関する調査 

参 考 資 料 有効求人倍率について 

・アンケート項目毎の増加（上昇・好転等）企業割合と減少(低下・悪化等)企業割

合の差による数値判断…Ｄ.Ｉ.(ディフュージョン・インデックス) 

・数値のほかグラフも掲載しております。 

・比率に関しては小数点第 2位を四捨五入しております。 

・建設業に関しては、「売上、受注」項目において「受注」として別掲扱いとして

おります。 

＜業況判断＞ 

調査方法並び

に注意事項 
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全業種の業況判断Ｄ.Ｉ.(良い－悪い）は、今期（２０２４年７月～９月期）▲２３．６とな

り、前期（２０２４年４月～６月期）▲２６．５と概ね同水準となりました。 

業種別では、製造業、農業、卸売業、飲食業、小売業で改善、サービス業で横ばいも、

不動産業、建設業で悪化となりました。 

来期（２０２４年１０月～１２月期）の業況判断見通しは▲２５．１と今期▲２３．６に

比べ▲１．５ポイントの悪化予想となっています。業種別では、農業、不動産業、製造業

で改善、建設業で横ばいも、卸売業、飲食業、サービス業、小売業で悪化の見通しとなって

います。 

 

 

 

業況判断  (%) 

業  種 
2024年4月～6月(前期) 2024年7月～9月(今期) これから３ヵ月間の見通し 

良い 良悪なし 悪い D.I. 良い 良悪なし 悪い D.I. (見通し）※ 良い 良悪なし 悪い D.I. 

製 造 業 12.0 38.0 50.0 ▲38.0 20.8 35.8 43.4 ▲22.6 (▲36.0) 24.5 37.7 37.7 ▲13.2 

卸 売 業 25.0 16.7 58.3 ▲33.3 25.0 25.0 50.0 ▲25.0 (▲33.3) 8.3 33.3 58.3 ▲50.0 

小 売 業 15.4 28.8 55.8 ▲40.4 11.3 43.4 45.3 ▲34.0 (▲21.1) 7.5 43.4 49.1 ▲41.6 

飲 食 業 23.1 46.2 30.8 ▲7.7 21.4 57.1 21.4 0.0 (▲7.7) 7.1 71.4 21.4 ▲14.3 

サービス業 34.8 21.7 43.5 ▲8.7 27.3 40.9 31.8 ▲4.5 (▲8.7) 18.2 45.5 36.4 ▲18.2 

建 設 業 22.6 48.4 29.0 ▲6.4 12.5 50.0 37.5 ▲25.0 (▲29.0) 12.5 50.0 37.5 ▲25.0 

不 動 産 業 16.7 83.3 0.0 16.7 14.3 42.9 42.9 ▲28.6 (▲16.7) 0.0 85.7 14.3 ▲14.3 

農 業 0.0 40.0 60.0 ▲60.0 0.0 50.0 50.0 ▲50.0 (▲20.0) 16.7 66.7 16.7 0.0 

全 業 種 18.8 35.9 45.3 ▲26.5 17.1 42.2 40.7 ▲23.6 (▲24.5) 14.1 46.7 39.2 ▲25.1 

 ※（ ）内は前回調査時での見通し 

１．業況判断  

 

（注）「全国」「東海」は日銀短観、「岐阜県」は株式会社日本政策金融公庫岐阜支店・多治見支店による。 
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（１）売上（建設業除く） 

  建設業を除く売上額判断Ｄ.Ｉ.（増加－減少）は、今期５４．８と前期４５．８に比

べ９．０ポイント改善となりました。業種別では、小売業、サービス業で改善、製造業

で横ばいも、不動産業、卸売業、農業、飲食業で悪化となりました。 

  来期の見通しは、農業、製造業で改善、卸売業、不動産業、小売業で横ばいも、サー

ビス業、飲食業で悪化予想となっています。 

また、全業種の予想売上額判断Ｄ.Ｉ.は５１．８と今期に比べ３．０ポイント悪化予

想となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

売上（建設業除く）                              (%) 

業  種 
2024年4月～6月(前期) 2024年7月～9月(今期) これから３ヵ月間の見通し 

増 加 減 少 D.I. 増 加 減 少 D.I. (見通し)※ 増 加 減 少 D.I. 

製  造  業 70.0 30.0 40.0 71.7 28.3 43.4 (52.0) 83.0 17.0 66.0 

卸  売  業 83.3 16.7 66.6 66.7 33.3 33.4 (66.6) 66.7 33.3 33.4 

小  売  業 50.0 50.0 0.0 69.8 30.2 39.6 (30.8) 67.9 32.1 35.8 

飲  食  業 92.3 7.7 84.6 85.7 14.3 71.4 (38.4) 64.3 35.7 28.6 

サ ー ビ ス 業 73.9 26.1 47.8 86.4 13.6 72.8 (47.8) 59.1 40.9 18.2 

不 動 産 業 100.0 0.0 100.0 71.4 28.6 42.8 (66.6) 71.4 28.6 42.8 

農     業 60.0 40.0 20.0 50.0 50.0 0.0 (60.0) 66.7 33.3 33.4 

全  業  種 72.9 27.1 45.8 77.4 22.6 54.8 (54.2) 75.9 24.1 51.8 

 ※（ ）内は前回調査時での見通し 

２．売上・受注 
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（２）受注（建設業） 

建設業（建築工事２２先、土木工事１３先）の受注高判断Ｄ.Ｉ.（増加－減少）は、

今期４３．８と前期２９．０に比べ１４．８ポイント改善となりました。業種別では、

土木工事は今期３８．４と前期▲４５．４に比べ８３．８ポイント改善、建築工事では

今期４７．４と前期７０．０に比べ２２．６ポイント悪化となりました。 

来期の見通しは、土木工事で７．６と今期に比べ３０．８ポイント悪化予想、建築工事

で５７．８と今期に比べ１０．４ポイント改善予想となっており、建設業全体では３７．５

と今期と比べ６．３ポイント悪化予想となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受注（建設業）                                      (%) 

業  種 
2024年4月～6月(前期) 2024年7月～9月(今期) これから３ヵ月間の見通し 

増 加 減 少 D.I. 増 加 減 少 D.I. (見通し)※ 増 加 減 少 D.I. 

建 設 業 64.5 35.5 29.0 71.9 28.1 43.8 (29.0) 68.8 31.3 37.5 

 
受注（業種別）                                      (%) 

業 種 

（大別） 

2024年4月～6月(前期) 2024年7月～9月(今期) これから３ヵ月間の見通し 

増 加 減 少  D.I.   増 加 減 少 D.I. (見通し)※ 増 加 減 少 D.I. 

土木工事 27.3 72.7 ▲45.4 69.2 30.8 38.4 (9.0) 53.8 46.2 7.6 

建築工事 85.0 15.0 70.0 73.7 26.3 47.4 (40.0) 78.9 21.1 57.8 

※（ ）内は前回調査時での見通し 
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全業種の採算水準判断Ｄ.Ｉ.（黒字－赤字）は、今期７．６と前期１．１に比べ 

６．５ポイント改善となりました。業種別では、サービス業、製造業、飲食業、農業で改

善、建設業、小売業、不動産業で横ばいも、卸売業で悪化となりました。 

来期の見通しは、農業で改善、製造業、建設業、不動産業で横ばいも、サービス業、

飲食業、卸売業、小売業で悪化予想となっており、全業種の予想採算水準判断Ｄ.Ｉ.は

１．０と今期と比べ６．６ポイント悪化予想となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

採算水準                                   (%) 

業  種 
2024年4月～6月(前期) 2024年7月～9月(今期) これから３ヵ月間の見通し 

黒字 収支ﾄﾝﾄﾝ 赤字 D.I. 黒字 収支ﾄﾝﾄﾝ 赤字 D.I. (見通し)※ 黒字 収支ﾄﾝﾄﾝ 赤字 D.I. 

製  造  業 20.0 52.0 28.0 ▲8.0 26.4 47.2 26.4 0.0 (▲4.0) 24.5 54.7 20.8 3.7 

卸  売  業 25.0 58.3 16.7 8.3 25.0 33.3 41.7 ▲16.7 (0.0) 16.7 41.7 41.7 ▲25.0 

小  売  業 28.8 50.0 21.2 7.6 32.1 43.4 24.5 7.6 (9.6) 24.5 52.8 22.6 1.9 

飲  食  業 23.1 46.2 30.8 ▲7.7 21.4 57.1 21.4 0.0 (▲7.7) 7.1 64.3 28.6 ▲21.5 

サービス業 21.7 52.2 26.1 ▲4.4 54.5 31.8 13.6 40.9 (0.0) 31.8 36.4 31.8 0.0 

建  設  業 25.8 58.1 16.1 9.7 34.4 43.8 21.9 12.5 (▲9.6) 28.1 56.3 15.6 12.5 

不 動 産 業 33.3 66.7 0.0 33.3 28.6 71.4 0.0 28.6 (16.6) 28.6 71.4 0.0 28.6 

農     業 0.0 60.0 40.0 ▲40.0 16.7 33.3 50.0 ▲33.3 (0.0) 16.7 50.0 33.3 ▲16.6 

全  業  種 24.0 53.1 22.9 1.1 31.7 44.2 24.1 7.6 (0.0) 24.1 52.8 23.1 1.0 

※（ ）内は前回調査時での見通し 

３．採算水準  
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全業種の資金繰り判断Ｄ.Ｉ.（好転－悪化）は、今期▲１．５と前期▲４．１に比べ

２．６ポイント改善となりました。業種別では、卸売業、製造業、小売業、飲食業で改

善、建設業、サービス業で横ばいも、農業、不動産業で悪化となりました。 

来期の見通しは、農業で改善、不動産業で横ばいも、卸売業、サービス業、小売業、

飲食業、建設業、製造業で悪化予想となっており、全業種の予想資金繰り判断Ｄ.Ｉ.は

▲７．６と今期に比べ６．１ポイント悪化予想となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

資金繰り             (%) 

業  種 
2024年4月～6月(前期) 2024年7月～9月(今期) これから３ヵ月間の見通し 

好転 不変 悪化  D.I.   好転 不変 悪化 D.I. (見通し)※ 好転 不変 悪化 D.I. 

製 造 業 8.0 78.0 14.0 ▲6.0 18.9 64.2 17.0 1.9 (▲10.0) 11.3 73.6 15.1 ▲3.8 

卸 売 業 8.3 58.3 33.3 ▲25.0 8.3 66.7 25.0 ▲16.7 (▲25.0) 0.0 58.3 41.7 ▲41.7 

小 売 業 5.8 80.8 13.5 ▲7.7 11.3 77.4 11.3 0.0 (▲1.9) 7.5 77.4 15.1 ▲7.6 

飲 食 業 15.4 69.2 15.4 0.0 14.3 78.6 7.1 7.2 (▲23.1) 14.3 71.4 14.3 0.0 

ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ業 17.4 73.9 8.7 8.7 9.1 86.4 4.5 4.6 (4.4) 0.0 90.9 9.1 ▲9.1 

建 設 業 6.5 83.9 9.7 ▲3.2 9.4 81.3 9.4 0.0 (▲16.2) 9.4 75.0 15.6 ▲6.2 

不動産業 16.7 83.3 0.0 16.7 0.0 100.0 0.0 0.0 (16.7) 0.0 100.0 0.0 0.0 

農    業 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 33.3 66.7 ▲66.7 (0.0) 16.7 66.7 16.7 0.0 

全 業 種 8.9 78.1 13.0 ▲4.1 12.1 74.4 13.6 ▲1.5 (▲7.8) 8.0 76.4 15.6 ▲7.6 

※（ ）内は前回調査時での見通し 
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製品（商品）在庫判断Ｄ.Ｉ.（不足－過大）は、製造業で▲１２．５と前期比７．９

ポイント低下、卸売業で▲４１．７と前期比８．３ポイント低下、小売業で１１．３と前

期比３．６ポイント上昇となりました。 

製品（商品）在庫の過不足感については、製造業では過大感が増加し適正感が減少、卸売

業では不足感が減少し適正感が増加、小売業では適正感が増加し過大感が減少しました。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

製品(商品)在庫  (%) 

業  種 
2024年4月～6月(前期) 2024年7月～9月(今期) 

不 足 適 正 過 大 D.I. 不 足 適 正 過 大 D.I. 

製  造  業 6.8 81.8 11.4 ▲4.6 6.3 75.0 18.8 ▲12.5 

卸  売  業 8.3 50.0 41.7 ▲33.4 0.0 58.3 41.7 ▲41.7 

小  売  業 26.9 53.8 19.2 7.7 26.4 58.5 15.1 11.3 

 

５．製品(商品)在庫 
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設備投資は今期「行った」とする割合は２２．６％と前期から６．６ポイント低下し

ました。 

今期の投資目的としては 「機械・設備の新・増設」が１７件と最も多く、次いで、「機

械・設備の更改」が１３件、「車輌」が７件、「事業用土地・建物」が４件、「事務機器」

が２件の順となっています。 

来期に設備投資を「行う」とする割合は２３．１％と今期と概ね同水準となりました。 
 

設備投資 (%) 

業  種 
2024年4月～6月(前期) 2024年7月～9月(今期) これから３ヵ月間の見通し 

行 っ た 行わなかった 行 っ た 行わなかった 行  う 行わない 

製  造  業 34.0 66.0 34.0 66.0 34.0 66.0 

卸  売  業 16.7 83.3 16.7 83.3 25.0 75.0 

小  売  業 19.2 80.8 17.0 83.0 17.0 83.0 

飲  食  業 23.1 76.9 14.3 85.7 14.3 85.7 

サ ー ビ ス 業 34.8 65.2 22.7 77.3 27.3 72.7 

建  設  業 38.7 61.3 18.8 81.3 15.6 84.4 

不 動 産 業 33.3 66.7 28.6 71.4 28.6 71.4 

農     業 40.0 60.0 16.7 83.3 16.7 83.3 

全  業  種 29.2 70.8 22.6 77.4 23.1 76.9 

 

投資目的 

区   分 
2024年7月～9月(今期) これから３ヵ月間の見通し 

件数 割合 件数 割合 

① 事業用土地・建物 4 8.9  6 13.0 

② 機械・設備の新・増設 17 37.8 13 28.3 

③ 機械・設備の更改 13 28.9 13 28.3 

④ 事務機器 2 4.4 3 6.5 

⑤ 車輌 7 15.6 8 17.4 

⑥ その他 2 4.4 3 6.5 

合      計 45 100.0 46 100.0 

 

 

 

６．設備投資  

⑥
⑤

④

③

②

①
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投資目的

(22.4)

22.6%
23.1%

4.0%

8.0%

12.0%

16.0%

20.0%

24.0%

28.0%

32.0%

36.0%

40.0%

16-2 4 17-2 4 18-2 4 19-2 4 20-2 4 21-2 4 22-2 4 23-2 4 24-2

設備投資を「行った」（全業種）

実績
見通し

（  ）は前回調査時の今期見通し   四半期 



－8－ 

 

 

経営上の問題点として、「売上の停滞・減少」が３３．７％（前期比▲８．０ポイント）

と依然として最も多く、次いで「人手不足」が２１．６％（前期比＋０．８ポイント）、

「利幅の縮小」が１９．６％（前期比＋２．４ポイント）、「設備の狭小・老朽化」が 

８．５％（前期比＋１．７ポイント）と続きました。 

業種別では、製造業、卸売業、小売業、不動産業で「売上の停滞・減少」、サービス業、

建設業で「人手不足」、飲食業、農業で「利幅の縮小」の回答が最も多い結果となりまし

た。 
 

経営上の問題点 (%) 
業  種 １    位 ２    位 ３    位 ４    位 ５    位 

製  造  業 売上減少 49.1 人手不足 17.0 利幅縮小 15.1 設備老朽 9.4 問題なし 7.5 

卸  売  業 売上減少 33.3 販売価格不安定 25.0 利幅縮小 16.7 人手不足 16.7 事業承継 8.3 

小  売  業 売上減少 34.0 利幅縮小 30.2 人手不足 15.1 競争激化 5.7 事業承継 5.7 

飲  食  業 利幅縮小 28.6 人手不足 28.6 売上減少 14.3 設備老朽 14.3 販売価格不安定 7.1 

サ ー ビ ス 業 人手不足 31.8 設備老朽 27.3 利幅縮小 18.2 売上減少 9.1 問題なし 9.1 

建  設  業 人手不足 37.5 売上減少 34.4 利幅縮小 9.4 問題なし 6.3 設備老朽 3.1 

不 動 産 業 売上減少 42.9 人手不足 14.3 設備老朽 14.3 競争激化 14.3 事業承継 14.3 

農     業 利幅縮小 33.3 販売価格不安定 33.3 売上減少 16.7 設備老朽 16.7 - - 

全  業  種 売上減少 33.7 人手不足 21.6 利幅縮小 19.6 設備老朽 8.5 問題なし 6.0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

区    分 21-1 2 3 4 22-1 2 3 4 23-1 2 3 4 24-1 2 

売上の停滞・減少 58.0 53.8 43.8 50.7 43.9 39.5 37.2 37.2 31.5 37.6 36.8 40.7 41.7 33.7 

利 幅 の 縮 小 13.7 12.7 17.6 18.0 24.2 26.7 23.0 24.5 22.1 20.1 20.0 17.6 17.2 19.6 

人 手 不 足 15.6 17.5 21.4 16.1 18.2 19.5 23.6 21.9 25.4 24.7 24.2 26.1 20.8 21.6 

特 に 問 題 な し 4.7 5.7 6.7 5.7 4.0 4.6 6.3 5.1 4.4 - 5.8 4.5 - 6.0 

販売価格の不安定 - - - - - - 4.7 4.1 - 4.1 - - - - 

設備の狭小・老朽化 3.8 4.7 4.3 3.8 5.1 4.1 - - 5.5 4.6 4.7 5.0 6.8 8.5 

販 売 競 争 激 化 - - - - - - - - - - - - - - 

事 業 承 継 - - - - - - - - - - - - 5.2 - 

値 下 要 請 - - - - - - - - - - - - - - 

７．経営上の問題点 

⑨
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2
四半期

経営上の問題点（全業種）

①売上の停滞・減少 ②利幅の縮小 ③人手不足 ④設備の狭小・老朽化 ⑤特に問題なし

⑥値下要請 ⑦販売競争激化 ⑧販売価格不安定 ⑨事業承継 ⑩6位以下

②

①

⑧

⑤

⑦

④

③

⑥

⑩

※「－」は 6位以下を示しています。 
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業況判断

27.5 
業況判断

20.7 

売上高

33.3 
売上高

30.1 
受注額

31.4 
受注額

24.5 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

23-1 2 3 4 24-1 2

（％）

（四半期）

「売上高」「受注額」の“増加”“やや増加” 
「業況判断」の“かなり良い”“やや良い” 

前年同期との比較 

  

 

業況の回復時期は、「２０２５年７月～１２月」が８．０％と最も多く、次いで「すで

に回復」が６．５％、「２０２５年４月～６月」が６．０％、「２０２６年１月以降」が

４．５％、「２０２５年１月～３月」が３．５％と続きました。 

また、「わからない」との回答が６９．３％と大半を占め、依然として景気の先行き不透

明感が強い結果となりました。 
 

業況の回復時期  (先、％) 

業  種 
回  答 

企業数 

すでに 

回  復 

2024年 

10月～12月 

2025年 

1月～3月 

 

4月～6月 

 

7月～12月 

2026年 

1月以降 
わからない 

製  造  業 53 11.3 0.0 1.9 1.9 13.2 3.8 67.9 

卸  売  業 12 0.0 16.7 8.3 8.3 0.0 0.0 66.7 

小  売  業 53 3.8 0.0 3.8 7.5 3.8 7.5 73.6 

飲  食  業 14 7.1 0.0 0.0 0.0 0.0 7.1 85.7 

サービス業 22 9.1 4.5 4.5 4.5 9.1 0.0 68.2 

建  設  業 32 3.1 3.1 3.1 9.4 9.4 3.1 68.8 

不 動 産 業 7 14.3 0.0 0.0 28.6 14.3 0.0 42.9 

農     業 6 0.0 0.0 16.7 0.0 16.7 16.7 50.0 

全  業  種 199 6.5 2.0 3.5 6.0 8.0 4.5 69.3 

 

 

 

製造業、小売業について「売上高」「受注額」「業況判断」の前年同期(第２四半期)との

比較調査を毎期実施しております。 
 

＜製造業＞（回答数 前年同期５１先、今期５３先） 
 

「売上高」では、前年同期は“増加”“やや増加”を

合わせた割合が３３．３％だったのに対し、今期は 

３０．１％と３.２ポイント低下しました。 

「受注額」では同様３１．４％だったのに対し、

２４．５％と６．９ポイント低下しました。 

「業況判断」では、前年同期は“かなり良い”“やや

良い”を合わせた割合が２７．５％だったのに対して、

今期は２０．７％ と６．８ポイント悪化しています。 

 

 

 （先、％) 

区 分 
売  上  高 受  注  額 

区 分 
業 況 判 断 

2023年7月～9月 2024年7月～9月 2023年7月～9月 2024年7月～9月 2023年7月～9月 2024年7月～9月 

①増 加 2 3.9 4 7.5 2 3.9 4 7.5 ①かなり良い 1 2.0 4 7.5 

②やや増加 15 29.4 12 22.6 14 27.5 9 17.0 ②やや良い 13 25.5 7 13.2 

③変わらず 11 21.6 14 26.4 12 23.5 15 28.3 ③良くも悪くもない 16 31.4 20 37.7 

④やや減少 11 21.6 15 28.3 10 19.6 16 30.2 ④やや悪い 12 23.5 13 24.5 

⑤減    少 12 23.5 8 15.1 13 25.5 9 17.0 ⑤かなり悪い 9 17.6 9 17.0 

合    計 51 100.0 53 100.0 51 100.0 53 100.0 合    計 51 100.0 53 100.0 
 

 

 

 

 

８．業況の回復時期 

補 足 調 査 



－10－ 

① ② ③ ④ ⑤

前年同期

今 期

受注額

 

 

＜小売業＞（回答数 前年同期５０先、今期５３先） 
 
「売上高」では、前年同期は“増加”“やや

増加”を合わせた割合が４８．０％だったの

に対し、今期は２４．６％と２３．４ポイン

ト低下しました。 

「業況判断」では、前年同期は“かなり良

い”“やや良い”を合わせた割合が２２．０％

だったのに対して、今期は１８．９％ と 

３．１ポイント悪化しています。      

 

 

 

 (先、％) 

区  分 
売  上  高 

区 分 
業 況 判 断 

2023年7月～9月 2024年7月～9月 2023年7月～9月 2024年7月～9月 

① 増     加 3 6.0 2 3.8 ①かなり良い 2 4.0 1 1.9 

② や や 増 加 21 42.0 11 20.8 ② や や 良 い 9 18.0 9 17.0 

③ 変 わ ら ず 9 18.0 18 34.0 ③良くも悪くもない 19 38.0 21 39.6 

④ や や 減 少 9 18.0 18 34.0 ④ や や 悪 い 14 28.0 15 28.3 

⑤ 減     少 8 16.0 4 7.5 ⑤かなり悪い 6 12.0 7 13.2 

合    計 50 100.0  53 100.0  合   計 50 100.0  53 100.0  

 

業況判断

22.0 業況判断

18.9

売上高

48.0 

売上高

24.6 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

23-1 2 3 4 24-1 2

（％）

（四半期）
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 「売上高」の“増加”“やや増加” 

 「業況判断」の“かなり良い”“やや良い” 
  前年同期との比較 
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今回「ＳＤＧｓへの取り組み状況等に関するアンケート」調査を実施し結果は以下のと

おりとなりました。特別調査にご協力いただき有難うございました。 
 

問１．ＳＤＧｓの認知度と情報源 
 

 

ＳＤＧｓの認知度につ

いて最も多い回答は、「意

味はある程度わかる」で

６４．９％、次いで「内

容までよく知っている」

が２２．３％となり、８

割以上の事業者に認知さ

れていることが分かりま

す。 

また、ＳＤＧｓの情報

源については、「報道機

関（テレビ、新聞等）」が７３．７％と最も多く、次いで「国・地方公共団体」と「同業

者団体」が９．７％、「商工会、商工会議所等」が２．２％、「金融機関」１．６％と続

きました。 
 

 

問２．ＳＤＧｓへの取り組み状況  
 

ＳＤＧｓへの取り組み状況について、何かしら

取り組んでいる事業者は７６．１％となり、

内容としては、「省エネ、節電、再生

可能エネルギーの使用【省エネ】」が 

３１．４％と最も多く、次いで「再生資源や

未利用資源の利用、廃棄物削減、製品の長寿

化や修理【省資源】」が１３．８％、「ペー

パーレス化、緑化・植林【森林資源】」が 

１０．１％、「防犯、防災、寄付、まちづく

り【地域貢献】」が６．４％

と続きました。 

また、「現在は取り組んで

いないが、今後取り組む予

定」は９．６％となり、既に

取り組んでいる事業者と合

わせると、８割以上の事業者

がＳＤＧｓへの取り組みに

対して積極的であることが

分かります。 
 

 

特別調査  ～ 「 S D G s へ の 取 り 組 み 状 況 等 に 関 す る ア ン ケ ー ト 」 ～ 

※回答先数：188 先 ※回答先数：186 先 

※回答先数：188 先 

※回答先数：143 先 
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問３．ＳＤＧｓに取り組む意義・目的 
 

ＳＤＧｓに取り組む

意義・目的について、

意義・目的があると回

答した事業者では、「企

業の社会的責任」が 

５７．５％と最も多く、

次いで「企業イメージ

の向上」が２７．４％、

「ビジネスチャンスの

獲得」１１．８％と続

きました。 

また、「従業員のモ

チベーション向上」 

１１．３％、「人材の

確保」１０．２％と、

人材の確保や定着を目的としてＳＤＧｓに取り組む事業者も見られました。 

なお、「その他」では、経営戦略上の目的や、環境面に配慮した回答も見受けられまし

た。 
 

問４．カーボンニュートラルへの取り組み状況 
 

カーボンニュートラル

（温室効果ガスの排出

量の削減ならびに吸収

作用の保全及び強化）に

ついて取り組んでいる

施策は、「こまめな電源

オフなど電気使用量の

削減」が６４．４％と最

も多く、次いで「ごみの

削減やリサイクルの推

進」が４８．５％、「環

境負荷の少ない原材料

等の利用」が１８．４％、「太陽光発電等、再生可能エネルギーの導入」が１１．０％と

続きました。 

また、「その他」では、「Ｇ－クレジット制度参加（建設業）」、「緑化推進寄付（サ

ービス業）」といった回答が見受けられました。 

対して、「取り組んでいない」は１６．０％となりました。 

業種別でみると、「電気使用量の削減」と回答した割合が全業種で高く、「太陽光発電

等、再生可能エネルギーの導入」では、卸売業と建設業の割合が高い結果となりました。 

※回答先数：１86 先（複数回答可） 

※回答先数：１63 先（複数回答可） 
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■カーボンニュートラルへの取り組み状況（業種別） 

 

問５．カーボンニュートラルに取り組む上での問題点 
 

 カーボンニュートラルに取り

組む上での問題点ついて、「取

組方法などの情報が少ない」が 

３４．４％と最も多く、次いで

「何から取り組めばよいかわか

らない」が３１．２％、「取り

組むための資金が不足」が 

２５．５％、「取り組むための

人材が不足」が２４．２％と続

きました。 

また、その他のコメントとし

て、「既存品より高額（小売業）」、

「お金がかかる、高い（建設業）」

など、カーボンニュートラルへ

の取り組みに伴うコストの増加を懸念する回答も見受けられました。 

 

問６．外部機関に求めるサポート 
 

 ＳＤＧｓに関して外部機

関に求めるサポートでは、

「省エネ対応」が２２．６％

と最も多く、次いで「経営者

向け研修」２０．１％、「従

業員向け研修」２０.１％、

「自社取組みの認知度向上」 

１７．６％と続き、幅広い分

野で外部機関のサポートを

期待する事業者が多いこと

が示されました。 

一方で、「特になし」と回

答された事業者の割合は３８．４％となりました。 

※回答先数：１57 先（複数回答可） 

※回答先数：１59 先（複数回答可） 

こまめな電源オフ
など電気使用量

の削減

ごみの削減や
リサイクルの

推進

環境負荷の少ない

原材料等の利用

太陽光発電等、
再生可能エネ
ルギーの導入

カーボンニュー
トラルにつなが
る商品の開発

電気自動車等、
ガソリン車以外

の導入

脱炭素に関する
研究や勉強会

の実施

温室効果ガス
に関する行動
目標の設定

その他
取り組んで

いない

製造業 66.7% 46.7% 37.8% 8.9% 11.1% 0.0% 4.4% 0.0% 2.2% 11.1%

卸売業 44.4% 33.3% 11.1% 55.6% 22.2% 11.1% 11.1% 0.0% 0.0% 11.1%

小売業 64.9% 48.6% 13.5% 5.4% 2.7% 2.7% 2.7% 0.0% 2.7% 18.9%

飲食業 66.7% 58.3% 8.3% 0.0% 0.0% 0.0% 8.3% 0.0% 0.0% 25.0%

サービス業 73.7% 42.1% 5.3% 0.0% 0.0% 10.5% 5.3% 0.0% 5.3% 10.5%

建設業 58.6% 55.2% 10.3% 24.1% 3.4% 13.8% 0.0% 3.4% 13.8% 17.2%

不動産業 85.7% 85.7% 28.6% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 14.3% 0.0% 0.0%

農業 40.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 20.0% 0.0% 20.0% 0.0% 60.0%

全体 64.4% 48.5% 18.4% 11.0% 5.5% 5.5% 3.7% 1.8% 4.3% 16.0%

※回答先数：１63 先（複数回答可） 
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公共職業安定所岐阜八幡出張所(郡上市)、高山公共職業安定所の公表資料等を基に、 

２０２４年８月の有効求人倍率(学卒を除きパートを含む)を掲載しております。 

＜岐阜八幡管内＞ 

岐阜八幡管内は１．５６倍と前月比０.２３ポイント上昇、前年同月比では０．０６ポイン

ト上昇となりました。また、新規求人数は２８９人で前年同月比１０１人増加となりました。 

＜高山管内＞ 

高山管内は１．４１倍と前月比０．０３ポイント上昇、前年同月比では０．０９ポイン

ト上昇となりました。また、新規求人数は９０２人で前年同月比３７人減少となりました。 

＜岐阜県および全国＞ 

岐阜県は１．５１倍と前月比０．０１ポイント上昇、前年同月比では０．０６ポイント低下となり

ました。また、全国は１．２３倍と前月比０．０１ポイント低下、前年同月比では０．０６ポイント

低下となりました。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

年度別有効求人倍率 

区  分 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 

1.07 

1.35 

1.58 

1.23 

2017年度 

1.07 

1.35 

1.58 

1.23 

2018年度 

1.07 

1.35 

1.58 

1.23 

2019年度 

度 

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 
郡  上 0.95 1.10 1.07 1.16 1.35 1.61 1.80 1.08 1.38 1.57 1.44  
高  山 0.99 1.12 1.35 1.44 1.48 1.53 1.68 1.10 1.17 1.36 1.28  
岐阜県 1.15 1.34 1.58 1.72 1.85 2.03 1.93 1.30 1.49 1.66 1.58  
全  国 0.98 1.11 1.23 1.39 1.54 1.62 1.55 1.10 1.16 1.31 1.29  

 

 

有効求人倍率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

区  分 2023.4 5 6 7 8 9 10 11 12 2024.1 2 3 
郡  上 1.28 1.30 1.41 1.47 1.50 1.72 1.80 1.79 1.39 1.38 1.18 1.28 
高  山 1.25 1.23 1.26 1.29 1.32 1.30 1.27 1.27 1.24 1.27 1.30 1.40 
岐阜県 1.56 1.58 1.56 1.56 1.57 1.56 1.59 1.58 1.56 1.57 1.58 1.60 
全  国 1.32 1.31 1.30 1.29 1.29 1.29 1.30 1.28 1.27 1.27 1.26 1.28 

 

 

区  分 2022.4 

 

5 

 

6 7 8 9 10 11 12 2023.1 2 3 
郡  上 1.60 1.43 1.47 1.50 1.57 1.86 1.88 1.80 1.54 1.50 1.34 1.46 
高  山 1.31 1.30 1.37 1.42 1.43 1.45 1.40 1.45 1.43 1.31 1.27 1.27 
岐阜県 1.61 1.62 1.66 1.68 1.69 1.69 1.68 1.68 1.70 1.67 1.64 1.61 
全  国 1.23 1.24 1.27 1.29 1.32 1.34 1.35 1.35 1.36 1.35 1.34 1.32 

区  分 2024.4 5 6 7 8 
郡  上 1.26 1.14 1.26 1.33 1.56 
高  山 1.32 1.26 1.34 1.38 1.41 
岐阜県 1.58 1.57 1.53 1.50 1.51 
全  国 1.26 1.24 1.23 1.24 1.23 

岐阜県

郡上

1.56

全国 高山

1.41

1.51

1.23
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2.20

2.40

19.10 20.1 4 7 10 21.1 4 7 10 22.1 4 7 10 23.1 4 7 10 24.1 4 7

(倍)

(月)

有効求人倍率の推移(月別）
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有効求人倍率の推移

（年度別）

有効求人倍率について ※有効求人倍率 ＝ 
月間有効求職者数

月間有効求人数   
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